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表紙

　株　主　各　位

第 8８ 期 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
第 8８ 期 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

　　上記の事項は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の
　　当社ウェブサイト（http://www.trinityind.co.jp/）に掲載することにより、
　　株主の皆様に提供しております。

２０２２年６月６日

トリニティ工業株式会社
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連結注記表

建物及び構築物 7～31年
機械装置及び運搬具 5～12年
工具、器具及び備品 2～5年

連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　10社
主要な連結子会社の名称 ㈱トステック、㈱メサック、TRINITY COATING SYSTEMS LTD.、得立鼎塗装設備（上海）有限

公司、THAI TRINITY CO.,LTD.
(2) 非連結子会社の名称

　該当はありません。

2．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数　4社

主要な会社等の名称　INDUSTRIAL TECH SERVICES,INC.、丘比克（天津）転印有限公司、モスニック㈱
(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

旭鉄工㈱
（持分法を適用しない理由）
　持分法非適用会社は小規模であり、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな
いためであります。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用しており
ます。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、得立鼎塗装設備（上海）有限公司、THAI TRINITY CO.,LTD.ほか4社の決算日は、12月31日でありま
す。
　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりますが、同日以後連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結決算上必要な調整を行っております。

4．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等　　　　　 ・移動平均法による原価法
② 棚卸資産

製　品 主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)
仕掛品 主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)
原材料 主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)

(2) 減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く)

　定率法によっております。
　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年4月1日以降取得した建物附属設備及
び構築物については定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　また、2007年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年間で均等償却す
る方法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、会社が算定した当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。
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連結注記表

③ 役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支給に備えるため、会社が算定した当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

④ 完成工事補償引当金
　完成工事の補償による損失に備えるため、過去の売上高に対する補償損失の発生率に基づき、翌連結会計年度以降に発生
する補償見積額を計上しております。
　また、個別の補償工事については補償工事費の発生見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
　過去勤務費用は、その発生した連結会計年度に一括して費用処理することとしております。

5．収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

(1) 設備部門
　設備部門においては、主に長期の工事契約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足
されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告時期の期末日まで
に発生する工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。

(2)自動車部品部門
　自動車部品部門においては主に自動車内外装部品の製造及び販売を行っております。このような商品及び製品それぞれを引
き渡した時点で収益を認識しております。

6．その他連結計算書類作成のための重要な事項
(1) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方針
　外貨建金銭債権債務等に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引（個別予約）を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務等

③ ヘッジ会計の方法
　為替変動リスクを回避する目的として利用している為替予約（個別予約）については、時価評価せず振当処理によってお
ります。

④ ヘッジの有効性評価の方法
　為替予約の振当処理の要件を満たし、外貨建金銭債権債務ごとに個別に為替予約を付す方針であるため、外貨建取引等の
会計処理に関する実務指針第4項に基づき、個別に為替予約を付し振当処理の要件に該当するか否かの判定をもって有効性
の判定に代えております。

(2) 連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

(3) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果の適用
　「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算
制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に
係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告第39号 2020年３月31日)第３項の取り扱いにより、「税効果会計に係
る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日)第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税
金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当連
結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取
ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、
当連結会計年度の期首の利益剰余金に与える影響はありません。また、当連結会計年度の損益に与える影響もありません。
　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形
及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「前
受金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示しております。
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有形固定資産の減価償却累計額 22,522,458千円

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当連
結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年
７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用
することといたしました。これによる連結計算書類への影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「長期貸付金」は、金額的重要性が増したた
め、当連結会計年度より区分掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の「長期貸付金」は328,238千円であります。

（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「固定資産売却益」は、金額的重要性が増したため、
当連結会計年度より区分掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の「固定資産売却益」は1,165千円であります。
　前連結会計年度まで、営業外収益で区分掲記していた「雇用調整助成金」は、金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度
より「雑収入」に含めて表示することとしました。
　前連結会計年度の「雑支出」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、金額的重要性が増したため、当連結会計
年度より、区分掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の「固定資産除却損」は7,560千円であります。

（会計上の見積りに関する注記）
工事契約における収益認識
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

一定の期間にわたり充足される履行義務に係る工事契約の売上高　13,987,869千円
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　長期の工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収
益を認識しております。進捗度の測定は、各報告時期の期末日までに発生する工事原価が、予想される工事原価の総額に占め
る割合に基づいて行っております。
　工事原価総額の見積りの前提条件は必要に応じて見直しを行い、変更があった場合には、その影響額が信頼性をもって見積
ることが可能となった連結会計年度に認識しております。また、将来工事原価総額の見積りの前提条件の変更等（設計変更や
天災等）により当初見積りの変更が発生する可能性があり、翌連結会計年度に係る連結計算書類において認識する金額に重要
な影響を与える可能性があります。

繰延税金資産
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　繰延税金資産21,261千円　繰延税金負債868,970千円
　（注）同一納税主体に係る税金については、繰延税金資産・繰延税金負債を相殺表示しております。
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、将来の課税所得の見積りからその回収可能性が見込めないと考えられる場合には、評価性引当額の計上に
より繰延税金資産の金額を減額しております。
　将来の課税所得の見積りは、当連結会計年度末時点で入手可能な情報に基づく最善の見積りであるものの、見積りに用いた
前提条件や仮定は不確実性が高いものであります。なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の広がり方や収
束時期を予想することは困難なことから、当連結会計年度末時点で入手可能な外部情報等を踏まえて、今後、2023年3月期の
一定期間にわたり、当該影響が継続するとの仮定のもと、関連する会計上の見積りを行っております。
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提条件や仮定に変更が生じ、将来の
課税所得が減少した場合、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。

固定資産の減損損失

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産：9,230,834千円

無形固定資産：136,749千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループでは、事業部単位で減損の兆候の有無を判定しており、減損の兆候を識別した場合には、各事業部から生み出
す割引前将来キャッシュ・フローを見積り、帳簿価額と比較して減損損失の認識の要否を判定しております。
　当連結会計年度において、継続的な営業赤字が生じている各事業部において減損の兆候を識別したものの、割引前将来キャ
ッシュ・フローが帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を計上しておりません。

（連結貸借対照表に関する注記）
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 18,220 － － 18,220

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,819,314 40 33,000 1,786,354

① 配当金の総額 344,414千円
② 1株当たり配当額 21.0円
③ 基準日 2021年3月31日
④ 効力発生日 2021年6月28日

① 配当金の総額 246,504千円
② 1株当たり配当額 15.0円
③ 基準日 2021年9月30日
④ 効力発生日 2021年11月26日

① 配当金の総額 312,239千円
② 1株当たり配当額 19.0円
③ 基準日 2022年3月31日
④ 効力発生日 2022年6月27日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1．発行済株式に関する事項

2．自己株式に関する事項

3．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

　2021年6月25日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項

　2021年10月30日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2022年6月25日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

・普通株式の配当に関する事項

－ 4 －
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連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(１) 受取手形、売掛金及び契約資産 10,963,048 10,963,048 －

(２) 電子記録債権 1,070,498 1,070,498 －

(３) 投資有価証券
その他有価証券 1,881,549 1,881,549 －

(４) 支払手形及び買掛金 （3,513,190） （3,513,190） －

(５) 電子記録債務 （3,427,095） （3,427,095） －

（金融商品に関する注記）
1．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。また、デリバティブは後述するリスクを回避す
るために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券で
ある株式は、主に業務上の関係を要する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんど1年以内の支払期日であります。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権・債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引
を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ会計の方針、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ会計の方法、ヘッジの有
効性の評価方法等については、前述の「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」に記載されてい
る「6．その他連結計算書類作成のための重要な事項」をご覧ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、主要な取引先の状況のモニタリングを定
期的に行っております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを低減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っておりま
す。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建の営業債権・債務等の発生と同時に、各事業部が担当役員の決裁を受けた後、経理室へ為替予約の申請書
を提出し、その都度、経理室が当該営業債権・債務と見合いの金額に為替予約を付しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき経理室が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理してお
ります。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることもあります。

2．金融商品の時価等に関する事項
　2022年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注2）を参照ください。）。

※1 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
※2 為替予約等の振当処理によるものは当該対象の時価に含めて記載しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(1) 受取手形、売掛金及び契約資産、並びに (2) 電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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区分 種類 取得原価（千円） 連結貸借対照表計上額
（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 株式 52,828 1,873,617 1,820,789

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 株式 12,939 7,931 △5,008

合計 65,768 1,881,549 1,815,780

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 1,042,002

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券 1,881,549 ー ー 1,881,549

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形、売掛金及び契約
資産 ー 10,963,048 ー 10,963,048

電子記録債権 ー 1,070,498 ー 1,070,498

支払手形及び買掛金 ー （3,513,190） ー （3,513,190）

電子記録債務 ー （3,427,095） ー （3,427,095）

(3) 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとお
りであります。

(4) 支払手形及び買掛金、並びに (5) 電子記録債務
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注2) 市場価格のない株式等

３．金融商品の時価レベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価は、時価算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの
うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価額を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に

分類しております。

受取手形、売掛金及び契約資産、並びに電子記録債権

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引

現在価値法により算定しており、レベル２に分類しております。

支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務
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報告セグメント
合計

設備部門 自動車部品部門

日本 15,709,098 7,077,350 22,786,449

中国 7,250,053 9,333 7,259,386

アジア(中国除く) 1,542,012 330,456 1,872,469

その他 2,243,394 － 2,243,394

顧客との契約から生じる収益 26,744,558 7,417,141 34,161,700

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 26,744,558 7,417,141 34,161,700

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 6,786,816

契約資産（期末残高） 4,176,231

契約負債（期末残高） 100,115

1．1株当たり純資産額 1,640.58円
2．1株当たり当期純利益 110.41円

　これらの時価は、一定期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日までの期間及び信用リスク

を加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２に分類しております。

（収益認識に関する注記）
1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
（単 位 ：千 円 ）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎として、地域に分類しております。

2.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　5．収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりです。

3.当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（1株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 15～31年
構築物 7～15年
機械及び装置 5～12年
車両運搬具 4～5年
工具、器具及び備品 2～5年

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等　　　　　  ・移動平均法による原価法
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品 主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
原材料 主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2．減価償却資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。
　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　また、2007年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年間で均等償却する
方法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

(3) リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

3．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(4) 完成工事補償引当金
　完成工事の補償による損失に備えるため、過去の売上高に対する補償損失の発生率に基づき、翌事業年度以降に発生する補
償見積額を計上しております。
　また、個別の補償工事については補償工事費の発生見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金
　従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末
において発生していると認められる額を計上しております。
　なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により按分し
た額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
　過去勤務費用については、その発生した事業年度に一括して費用処理しております。
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結貸借対照表におけるこれらの会
計処理の方法と異なっております。

4．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

（収益認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
(1)設備部門
　設備部門においては、主に長期の工事契約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足
されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告時期の期末日まで
に発生する工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。
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(2)自動車部品部門
　自動車部品部門においては主に自動車内外装部品の製造及び販売を行っております。このような商品及び製品それぞれを引
き渡した時点で収益を認識しております。

5．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方針
　外貨建金銭債権債務等に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引（個別予約）を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務等

③ ヘッジ会計の方法
　為替変動リスクを回避する目的として利用している為替予約（個別予約）については、時価評価せず振当処理によってお
ります。

④ ヘッジの有効性評価の方法
　為替予約の振当処理の要件を満たし、外貨建金銭債権債務ごとに個別に為替予約を付す方針であるため、外貨建取引等の
会計処理に関する実務指針第4項に基づき、個別に為替予約を付し振当処理の要件に該当するか否かの判定をもって有効性
の判定に代えております。

(2) 連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

(3) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果の適用
　「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算
制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に
係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告第39号 2020年３月31日)第３項の取り扱いにより、「税効果会計に係
る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日)第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税
金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事
業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると
見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、
当事業年度の期首の利益剰余金に与える影響はありません。また、当事業年度の損益に与える影響もありません。
　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当事
業年度より「売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より「契約負
債」に含めて表示しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当
事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７
月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用す
ることといたしました。これによる計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
工事契約における収益認識
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
一定の期間にわたり充足される履行義務に係る工事契約の売上高　　8,339,149千円
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　長期の工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収
益を認識しております。進捗度の測定は、各報告時期の期末日までに発生する工事原価が、予想される工事原価の総額に占め
る割合に基づいて行っております。
　工事原価総額の見積りの前提条件は必要に応じて見直しを行い、変更があった場合には、その影響額が信頼性をもって見積
ることが可能となった事業年度に認識しております。また、将来工事原価総額の見積りの前提条件の変更等（設計変更や天災
等）により当初見積りの変更が発生する可能性があり、翌事業年度に係る個別財務諸表において認識する金額に重要な影響を
与える可能性があります。

繰延税金資産
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額　　繰延税金負債744,691千円
　（注）繰延税金資産・繰延税金負債は相殺表示しております。
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、将来の課税所得の見積りからその回収可能性が見込めないと考えられる場合には、評価性引当額の計上に
より繰延税金資産の金額を減額しております。
　将来の課税所得の見積りは、当事業年度末時点で入手可能な情報に基づく最善の見積りであるものの、見積りに用いた前提
条件や仮定は不確実性が高いものであります。なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の広がり方や収束時
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1．有形固定資産の減価償却累計額 22,208,602千円
2．関係会社に対する金銭債権 225,737千円

関係会社に対する金銭債務 572,829千円

売上高 1,387,433千円
仕入高 2,043,759千円
営業取引以外の取引高 585,396千円

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,819,314 40 33,000 1,786,354

繰延税金資産
賞与引当金 203,657千円
完成工事補償引当金 11,205千円
退職給付引当金 378,281千円
関係会社出資金評価損 112,807千円
その他 214,349千円

小計 920,301千円
評価性引当額 △632,147千円

繰延税金資産合計 288,154千円

繰延税金負債
土地売却による圧縮記帳 449,768千円
その他有価証券評価差額金 547,454千円
その他 35,622千円

繰延税金負債合計 1,032,845千円

固定負債―繰延税金負債 744,691千円

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

そ の 他 の
関 係 会 社 トヨタ自動車㈱ 直接 35.9％

間接 2.4％

被所有

　

塗装設備、
自動車部品の
納入先
部分品の購入先
役員の兼任

自動車部品の
販売 379,200

電子記録債権 7,305

売掛金 48,279

部分品の購入 2,933 ― ―

期を予想することは困難なことから、当事業年度末時点で入手可能な外部情報等を踏まえて、今後、2023年3月期の一定期間
にわたり、当該影響が継続するとの仮定のもと、関連する会計上の見積りを行っております。
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提条件や仮定に変更が生じ、将来の
課税所得が減少した場合、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。

固定資産の減損損失
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産：8,437,187千円
無形固定資産：127,340千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社では、事業部単位で減損の兆候の有無を判定しており、減損の兆候を識別した場合には、各事業部から生み出す割引前
将来キャッシュ・フローを見積り、帳簿価額と比較して減損損失の認識の要否を判定しております。
　当会計年度において、継続的な営業赤字が生じている各事業部において減損の兆候を識別したものの、割引前将来キャッシ
ュ・フローが帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を計上しておりません。

（貸借対照表に関する注記）

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（関連当事者との取引に関する注記）
1．親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針など
取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。
(1) トヨタ自動車㈱との営業取引は、上記の他、塗装設備の販売を豊田通商㈱経由で行っております。
(2) 自動車部品の販売について、価格その他の取引条件は、年毎に交渉の上決定しております。
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属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子 会 社 ㈱トステック 直接 100％
所有

　

当社製品の
保守・サービス
の委託先
役員の兼任

保守・
サービスの

委託等
2,022,780 買掛金

未払金
224,875

8,902

支払利息 71 関係会社
預り金 220,000

子 会 社 ㈱ メ サ ッ ク 直接 100％
所有

　

塗装機器の
納入先
部分品の購入先
役員の兼任

塗装機器の
販売 16,250 売掛金 946

部分品の購入 14,416 買掛金 1,519

支払利息 28 関係会社
預り金 90,000

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

その他の関係
会社の子会社

トヨタ自動車
東日本(株) 直接 0.9％

被所有

　

塗装設備の
納入先
部分品の納入先

塗装設備の販売 1,106,243 電子記録債権 19,100

自動車部品の
販売 179 売掛金 747,374

1．1株当たり純資産額 1,291.41円
2．1株当たり当期純利益 94.21円

(3) 塗装設備の販売について、価格その他の取引条件は、工事毎に交渉の上決定しております。

2．子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針など
取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。
(1) 上記子会社に対する資金の預りについては、当社における関係会社預り金制度に基づくものであり預り金に付される利息に

ついては、市場金利を勘案した上で、利率を決定しております。
(2) 保守・サービスの委託について、価格その他の取引条件は、取引毎に交渉の上決定しております。
(3) 塗装機器の販売について、価格その他の取引条件は、取引毎に交渉の上決定しております。

3．その他の関係会社の子会社

取引条件及び取引条件の決定方針など
取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。
(1) 塗装設備の販売について、価格その他の取引条件は、工事毎に交渉の上決定しております。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、連結計算書類の注記表と同一であるため、記載を省
略しております。

（1株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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